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はじめに 

 日本で推奨されている子宮頸がん検診の対象は 20 歳以上の女性ですが、特に 20 歳代

と 30 歳代女性の検診受診率が低いことにより、50 歳未満での子宮頸がん罹患率が先進

国の中では高くなっています。 Part 1 で、子宮頸がんとヒト・パピローマウイルス

（HPV）、HPV ワクチンについて詳しく解説しましたが、ここでは子宮頸がん検診の基本

的なところから解説をしていきます。子宮頸がん検診では、浸潤子宮頸がんだけではな

く、前がん病変も発見されます。子宮頸がん予防の役割として、HPV ワクチンは 1次予

防、検診はスクリーニングで高度前がん病変と早期のがんを発見して治療し、結果的に

浸潤がんを減らしがんによる死亡を予防する 2 次予防に位置付けられています。 

 

1. がん検診とはどういうものですか？ 

 「検診」は、ある特定の病気にかかっているかどうかを調べるために診察・検査を 

行うことですが、「がん検診」は無症状の者に検査を実施してがんを早期に発見し、早

期治療を図ることでその疾患の予後を改善させる（当該がん死亡率を減少させる）こと

です。スクリーニング検査から精密検査、そしてがんの発見と治療への橋渡しに至る一

連の過程およびシステムのことをいいます１）。すなわち単に多くのがんを見つけること

が「がん検診」の目的ではありません。 

 

2. がん検診の対象となる病気の基本条件とはどのようなものですか？ 

 がん検診の基本条件として以下の項目が示されています２）。 

 

 (1) がんになる人が多く、また死亡の重大な原因であること 

 (2) がん検診を行うことで、そのがんによる死亡が確実に減少すること 

 (3) がん検診を行う検査方法があること 

 (4) 検査が安全であること 

 (5) 検査の精度がある程度高いこと 

 (6) 発見されたがんについて治療法があること 

 (7) 総合的に見て、検診を受けるメリットがデメリットを上回ること 

  

つまり、無症状の健常な方を対象とする検診においては、検診を受けることによる利

益（受診者集団において当該がんによる死亡率が減少すること）が、不利益（偽陽性 a）、

過剰診断 b）、精密検査の偶発症 c）など）を上回るという科学的な根拠が示されて初めて

その実施が推奨されます。 



 《 用語の説明 》1）3） 

a) 偽陽性：がんがないにもかかわらず、検査で「陽性」と判定されるもの、つまり検診でがんの疑

いがと判定されて精密検査を行っても、がんが発見されないことを指します。

b) 過剰診断：がん検診で発見されるがんの中には進行がんにならずに消退してしまったり、その

ままの状況に留まったりして、生命を脅かすことがないものが一定割合で存在します。このよ

うな、症状が出ず放置しても致死的とはならないがんを発見することを指します。

c) 精密検査の偶発症：胃がん検診や大腸がん検診の精密検査の際の出血や穿孔、

子宮頸がん検診の精密検査としての組織診の際の出血や検査後の骨盤内感染症などを指します。

健康増進事業報告では入院を要するものが報告の対象になっています。

3. 現在日本でおこなわれている子宮頸がん検診とはどのようなものですか？

子宮頸部細胞診（図１)による子宮頸がん検診は、昭和 58 年の老人保健法の施行

以降、相応の科学的根拠を持つ対策型検診 d）として現在では健康増進事業の枠組みで

行われています。わが国の地域住民検診では、20 歳以上の女性の、2 年に 1 回を受診の

対象としています（表１）。 



  《 用語の説明 》1） 

d) 対策型検診：対象集団全体の死亡率の減少を目的とし、公共的な予防対策として行われます。

対象は、地域住民など、特定の集団が対象となります。無症状であることが原則であり、有症

状者や診療の対象となる者は含まれません。対策型検診は、死亡率減少効果が科学的に証明さ

れていること、不利益を可能な限り最小化することが原則となります。健康増進事業による市

区町村のがん検診がその代表です。

4. がん検診による死亡率の減少を達成するためには？

有効性のある検査手法によるがん検診であっても、正しく実施しないことには真の成

果を享受することはできません。がん検診の目的である、がん検診による死亡率の減少

を達成するためには、有効ながん検診を正しく実施する必要があります。平成 18 年に

成立したがん対策基本法にも定められているように、がん検診の実施には、①がん検診

の方法などを検討（がん検診のアセスメント）し、②正しく行われるためのがん検診の

精度管理（がん検診のマネジメント）を実施するとともに、③がん検診の受診率の向上

を図ること、が重要です。この３点がすべて充足されることで、当初の目的であるがん

の死亡率の減少が達成されると考えられています４）。すなわち、がん検診によって死亡

率を減らすためには、「正しい検診」を「正しく行い」、さらに「多くの人に行う」こと

が大切です（図 2）。 



 

 

5. がん検診の精度管理とは何ですか？どうして必要なのですか？  

 がん検診の精度管理には、検診実施機関での受診者への説明、問診、検査自体の精度、

検診実施の体制の確保や手順の確立なども含まれますが、その目的は、実際に検診を実

施した場合に、地域や施設によって生じるバラツキを把握し、それを最小化することに

より、安定化したサービス（検診）の提供体制を樹立することです。 

 がん検診の最大の目的はがんによる死亡率減少ですので、がん検診事業の評価はアウ

トカム指標（がん死亡率）により行われるべきですが、検診の効果が死亡率減少として

現れるには長期間を要するため、より短期の精度管理指標としての「技術・体制的指標」、

「プロセス指標」(後述)による評価を徹底して、その結果として死亡率減少を目指すこ

とが適当です。  

 



6. プロセス指標とは何ですかどうして重要なのですか？ 

 「プロセス指標」として、がん検診受診率、要精検率、精検未受診率、精検未把握率、

がん発見率、陽性反応的中度の許容値がそれぞれ示されており５）、がん検診においては、

このプロセス指標を適切にモニタリングし、検診の質の担保・向上につなげることが重

要です。プロセス指標の各項目の意味について以下の表 3 にまとめます６）。 

 

 

 

7. 対策型検診と任意型検診の違いは何ですか？（表 4） 

 

 わが国における対策型検診としての子宮頸がん検診は、集団検診あるいは個別検診で

行われています。対策型検診では対象集団の死亡率などの減少を目的として公共的な予

防対策として行われます。対象集団は地域住民など特定の集団であり、健常者を対象と

し、無症状であることが原則で、有症状者や診療の対象になるものは含まれません。 

 任意型検診では対象者や検診間隔の設定がなく、受診者がその検診項目の利益および

不利益などを理解した上で、受診すべきか否かの意思決定をする必要があります。 



 

8. 組織型検診とは何ですか？ 

 対象者を中央登録システムで管理し、事前に定められたガイドラインに従って、組織

的に管理して行われる検診のことです。集団を対象としたがん検診として、集団の死亡

率減少を目的として実施するものを示し、公共的な予防対策として行われます。対象者

や検診間隔、精検方法や治療法が明確に定義されており、受診率、発見率、偽陽性率、

偽陰性率などがモニタリングされ、プログラム全体が、適切に運用されているか管理さ

れているものを指します１）。 

  

 組織型検診の基本条件は以下のとおりです。 

 (1) 対象集団の明確化 

 (2) 対象となる個人が特定されている 

 (3) 高い受診率を確保できる体制 

 (4) 精度管理体制の整備 

 (5) 診断・治療体制の整備 

 (6) 検診受診者のモニタリング 

 (7) 評価体制の確立 

 



 組織型検診が成功した英国の例を図 3 に示します７)。 

 

 

9. 子宮頸がん検診で異常があったら次はどのような検査が必要ですか？  

 子宮頸がん検診（細胞診）の結果は、ベセスダ分類という子宮頸部細胞診の報告様式

で報告されますが、異常を認めた場合は必ず精密検査を受ける必要があります。精密検

査では、まずコルポスコープ検査（腟拡大鏡検査）で子宮頸部の観察を行い、異常が見

つかれば一部の組織を採取して悪性かどうか病理診断を行います。検診の細胞診の結果

によっては、HPV 検査（子宮頸部から細胞を採取し HPV に感染しているかどうかを調べ

る検査）を行う場合もあります。 



 

 

おわりに 

 現在、日本の子宮頸がん検診の推奨は、検診手法は細胞診、20 歳以上・2 年に 1度・

年齢上限なしですが、数多くの国で、子宮頸がんを引き起こすハイリスクの HPV の中

で、13～14 のタイプ(型)を検出する HPV 検査を検診に導入する動きがあります。実際

に HPV 検査を検診に導入した欧州やオセアニアの事例もありますが、子宮頸がん検診を

取り巻く環境はわが国とは異なります。対策型検診への HPV 検査の導入に際しては、検

診手法としての有効性の科学的根拠の他に、検診のアルゴリズム（陽性判定の後の流れ

等）の整備、受診勧奨、結果の把握を含めた精度管理体制の整備がなされていないと、

様々な課題が生じる可能性もあり、慎重な検討が必要と考えられます。 

検診手法としての HPV 検査については、指針の改定時に詳しく盛り込む予定です。 
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